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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．従業員数欄の（外書）は臨時従業員の中間会計期間（年間）平均雇用人員数であります。 

回次   第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期 

会計期間   

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
４月30日 

自平成16年
11月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年
11月１日 
至平成18年 
４月30日 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成16年
11月１日 
至平成17年 
10月31日 

売上高 （千円） 3,351,988 3,627,183 3,719,560 6,083,710 6,482,640

経常利益 （千円） 898,350 1,053,530 942,413 1,238,509 1,363,130

中間（当期）純利益 （千円） 456,574 610,291 526,829 619,323 779,141

持分法を適用した場合の投
資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 200,000 880,000 880,000 880,000 880,000

発行済株式総数 （千株） 4,000 5,000 5,000 5,000 5,000

純資産額 （千円） 1,146,547 3,525,426 4,049,489 3,029,240 3,629,884

総資産額 （千円） 4,554,594 6,304,361 7,422,960 5,578,484 5,984,476

１株当たり純資産額 （円） 286.63 705.10 809.91 602.84 722.00

１株当たり中間（当期）純
利益 

（円） 114.14 122.05 105.36 147.75 151.83

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額 

（円） － － － － －

１株当たり中間（年間）配
当額 

（円） － 15.0 20.0 20.0 30.0

自己資本比率 （％） 25.2 55.9 54.6 54.3 60.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 543,436 618,563 832,694 1,098,462 1,196,511

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △478,681 △945,453 △290,996 △705,070 △1,941,744

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △141,638 △99,478 △74,216 530,993 △174,889

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

（千円） 651,940 1,226,840 1,200,569 1,653,210 733,087

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
104 
（155）

108
（148）

110
（140）

107 
（159）

111
（149）



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び期間社員）は、当中間会計期間の平均雇用人員を

（ ）外数で記載しております。 

２．使用人兼務取締役は含んでおりません。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は、当社では結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成18年４月30日現在

従業員数（人） 110（140） 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間のわが国経済は、堅調な内需や輸出の拡大を背景に、景気は緩やかに拡大を続けましたが、菓子業界は引き

続き消費低迷が続き、加えて原油価格の高騰に伴う原材料、燃料費等の上昇により、製造コストを引き上げる状況で推移いた

しました。 

 このような状況の中、当社は「おいしさ＋α」のブランド・スローガンのもと、よりご愛顧いただける製品の提供に努めてま

いりました。 

 製品別には「キシリクリスタル２層キャンディ」を発売し、より一層「キシリクリスタルシリーズ」を強化、拡大しました

結果、売上高は増加いたしました。 

 一方、収益面では、原燃料費の上昇や新ライン増設に伴う減価償却費増加等により、前年同期比減益となりました。 

 当中間会計期間はこうした活動の結果、売上高は前年同期比2.5％増の3,719百万円となり、経常利益は前年同期比10.5％減

の942百万円、中間純利益は前年同期比13.7％減の526百万円となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は税引前中間純利益が895百万円（前年同期比13.5％

減）および有形固定資産取得による支出等により、前中間会計期間に比べ26百万円減少（同2.1％減）し、当中間会計期間には

1,200百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は832百万円（前年同期比34.6％増）となりました。これは主に税引前中間純利益の減少

（1,035百万円から895百万円へ139百万円減）があったものの、仕入債務増減額の増加（243百万円から386百万円へ143百万円

増）、法人税等の支払額の減少（413百万円から235百万円へ178百万円減）によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は290百万円（前年同期比69.2％減）となりました。これは主に投資有価証券の取得による支出

の減少（500百万円から０百万円へ499百万円減）、有形固定資産の取得による支出の減少（402百万円から268百万円へ133百万

円減）によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は74百万円（前年同期比25.4％減）となりました。この資金は主に配当金の支出で、前年同期

に比べ中間配当を行ったため減少（99百万円から74百万円へ24百万円減）したことによるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は生産金額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社製品は、主に需要予測による見込生産のため該当事項はありません。なお、ＯＥＭ製品は、受注生産を行っております

が、製品の受注から生産・納品に至る期間が短く、受注残高が少ないため記載を省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間における主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別 
当中間会計期間

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前年同期比（％） 

自社製品    （千円） 1,822,869 117.3 

ＯＥＭ製品   （千円） 109,222 67.4 

合計（千円） 1,932,091 112.6 

品目別 
当中間会計期間

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前年同期比（％） 

自社製品    （千円） 3,596,897 104.2 

ＯＥＭ製品   （千円） 122,662 69.5 

合計（千円） 3,719,560 102.5 

  相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  株式会社 高山 461,854 12.7 607,069 16.3 

  株式会社 山星屋 465,565 12.8 501,599 13.5 

  株式会社 サンエス 500,359 13.8 484,171 13.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社の主力製品はハードタイプのキャンディであり、材料に砂糖ではなく還元麦芽糖水飴を使用し、シュガーレスに特化した

特長的な製品構成となっております。 

 当社では、研究開発活動を重要な活動と位置付けており、常時１割強の正社員を研究開発部門に配置しております。 

 この研究開発部門は、「ブランド力の強化」と「生産力強化・コストダウン推進」及び「差別化製品の開発」をテーマにシュ

ガーレス・キャンディの品質向上を図り、キャンディ事業の拡大を図っております。 

 当中間会計期間は、キシリクリスタル製法を応用し、上下を還元麦芽糖水飴で３層にした「キシリクリスタルシリーズ」につ

いて、「キシリクリスタル２層キャンディ」を開発し、販売となりました。 

 また、前事業年度にテスト販売を行いました「医薬部外品キャンディ」は再挑戦に向け研究が進んでおります。 

 なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は110百万円となっております。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設についての重要な変更はありません。 

  

(2)当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは次のとおりであります。

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3)当中間会計期間において、新たに確定した主要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  

事業所名 所在地 事業の部門別の名称 設備の内容 投資金額（千円) 完了年月 
完成後の増
加能力 

相生第二工場 兵庫県相生市 生産技術部 キシリ製造設備 1,191,308 平成18.3 100t/月 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

種類 
中間会計期間末現在
発行数（株） 
（平成18年４月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年７月10日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 5,000,000 5,000,000
株式会社大阪証券取引所
ニッポン・ニュー・マー
ケット－「ヘラクレス」 

－ 

計 5,000,000 5,000,000 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年11月１日～ 
平成18年４月30日 

－ 5,000,000 － 880,000 － 1,040,500



(4）【大株主の状況】 

  

  平成18年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

太陽殖産株式会社 岡山県岡山市下石井１丁目２－３ 1,400 28.00 

株式会社林原 岡山県岡山市下石井１丁目２－３ 803 16.06 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社 （信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８‐１１ 122 2.44 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社 （信託口） 

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 85 1.71 

ビービーエイチ ボストン フォ
ー ノムラ ジャパン スモーラ
ー キャピタライゼイション フ
ァンド 
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店カストディ業務部） 

180 MAIDEN LANE,NEW YORK,NEW YORK
10038,U.S.A. 
  
  
（東京都中央区日本橋三丁目11－１） 
  

84 1.68 

ザ チェース マンハッタン バ
ンク エヌエイ ロンドン 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 兜町証券決済業
務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD,ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
  
  

64 1.28 

モルガン・スタンレー・アンド・
カンパニー・インターナショナ
ル・リミテッド 
（常任代理人 モルガン・スタン
レー証券会社東京支店証券管理本
部 オペレーション部門） 

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON
E14 4QA ENGLAND 
  
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20－３ 恵比
寿ガーデンプレイスタワー） 
  

59 1.19 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２丁目４－６ 46 0.93 

ジェーピーエムシービー ユーエ
スエー レジデンツ ペンション 
ジャスデック レンド ３８５０
５１ 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 兜町証券決済業
務室） 

270 PARK AVENUE,NEW YORK,NY
10017,U.S.A. 
  
  
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
  
  

38 0.76 

資産管理サービス信託銀行株式会
社 （年金特金口） 

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 晴海ア
イランド トリトンスクエア オフィスタ
ワーＺ棟 

32 0.65 

計 － 2,737 54.75 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。 

  

    平成18年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式

100 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式

4,999,200 
49,992 － 

単元未満株式 
普通株式

700 
－ － 

発行済株式総数 5,000,000 － － 

総株主の議決権 － 49,992 － 

    平成18年４月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数
の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三星食品株式会社 
兵庫県姫路市福沢町
115番地 

100 － 100 0.00 

計 － 100 － 100 0.00 

月別 平成17年11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 

最高（円） 2,535 2,615 2,590 2,455 2,420 2,445 

最低（円） 2,215 2,230 2,280 2,015 2,105 2,210 



３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動は次のとおりであります。 

  

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 
営業本部長 
兼 営業部長 

取締役 営業本部長 清水 雅章 平成18年２月15日

取締役 
管理副本部長 
兼 内部監査室長 

取締役 事業開発部長 本近 浩一 平成18年２月15日

専務取締役 
研究開発部門担当
兼 海外事業管掌 

専務取締役 研究開発部門担当 神村 隆之 平成18年５月１日

取締役 
管理副本部長 
兼 企画部長 
兼 内部監査室長 

取締役 
管理副本部長
兼 内部監査室長 

本近 浩一 平成18年５月１日



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年11月１日から平成17年４月30日まで）及び当中

間会計期間（平成17年11月１日から平成18年４月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受

けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年４月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   1,226,840  1,200,569 733,087  

２．受取手形 ※2 75,346  65,760 38,266  

３．売掛金   1,838,188  1,786,227 1,439,638  

４．たな卸資産   158,055  170,168 90,297  

５．有価証券   49,975  49,977 49,990  

６．繰延税金資産   252,364  237,427 210,461  

７．その他   9,720  8,862 10,571  

貸倒引当金   △576  △557 △444  

流動資産合計    3,609,916 57.3 3,518,437 47.4  2,571,868 43.0

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※1     

１．建物   543,031  847,619 750,432  

２．機械及び装置   1,026,902  1,598,515 1,056,608  

３．土地   375,757  705,844 705,844  

４．建設仮勘定   36,944  9,786 180,928  

５．その他   72,396  106,948 75,528  

有形固定資産合計   2,055,031  3,268,714 2,769,343  

(2）無形固定資産   3,406  6,212 6,343  

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券   504,514  501,117 521,376  

２．繰延税金資産   102,038  113,809 101,125  

３．その他   40,428  25,295 25,044  

貸倒引当金   △10,973  △10,625 △10,625  

投資その他の資産
合計 

  636,007  629,596 636,921  

固定資産合計    2,694,445 42.7 3,904,523 52.6  3,412,607 57.0

資産合計    6,304,361 100.0 7,422,960 100.0  5,984,476 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年４月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形 ※2 79,795  63,648 77,119  

２．買掛金   951,768  1,055,762 655,811  

３．未払金   524,253  1,124,336 722,883  

４．未払法人税等   458,347  407,258 237,721  

５．売上割戻引当金   262,128  233,120 210,236  

６．賞与引当金   105,077  101,140 113,043  

７．その他 ※4 212,377  179,806 139,811  

流動負債合計    2,593,746 41.2 3,165,073 42.6  2,156,628 36.0

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金   126,761  137,636 132,376  

２．役員退職慰労引当
金 

  58,427  70,762 65,587  

固定負債合計    185,188 2.9 208,398 2.8  197,963 3.3

負債合計    2,778,935 44.1 3,373,471 45.4  2,354,592 39.3

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    880,000 14.0 880,000 11.9  880,000 14.7

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   1,040,500  1,040,500 1,040,500  

資本剰余金合計    1,040,500 16.5 1,040,500 14.0  1,040,500 17.4

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   10,000  10,000 10,000  

２．任意積立金   800,000  1,350,000 800,000  

３．中間（当期）未処
分利益 

  793,425  769,109 887,277  

利益剰余金合計    1,603,425 25.4 2,129,109 28.7  1,697,277 28.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   1,765 0.0 145 0.0  12,371 0.2

Ⅴ 自己株式    △265 △0.0 △265 △0.0  △265 △0.0

資本合計    3,525,426 55.9 4,049,489 54.6  3,629,884 60.7

負債資本合計    6,304,361 100.0 7,422,960 100.0  5,984,476 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    3,627,183 100.0 3,719,560 100.0  6,482,640 100.0

Ⅱ 売上原価    1,677,243 46.2 1,861,442 50.0  3,305,751 51.0

売上総利益    1,949,940 53.8 1,858,118 50.0  3,176,888 49.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   879,790 24.3 920,819 24.8  1,801,004 27.8

営業利益    1,070,150 29.5 937,298 25.2  1,375,883 21.2

Ⅳ 営業外収益 ※1  5,635 0.1 18,109 0.5  19,890 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※2  22,254 0.6 12,994 0.4  32,643 0.5

経常利益    1,053,530 29.0 942,413 25.3  1,363,130 21.0

Ⅵ 特別利益    447 0.0 285 0.0  7,832 0.1

Ⅶ 特別損失 ※4  18,751 0.5 47,382 1.2  35,706 0.5

税引前中間（当
期）純利益 

   1,035,227 28.5 895,316 24.1  1,335,257 20.6

法人税、住民税及
び事業税 

  449,501  399,779 545,114  

法人税等調整額   △24,565 424,936 11.7 △31,292 368,487 9.9 11,001 556,116 8.6

中間（当期）純利
益 

   610,291 16.8 526,829 14.2  779,141 12.0

前期繰越利益    183,134 242,279  183,134 

中間配当額    － －  74,998 

中間（当期）未処
分利益 

   793,425 769,109  887,277 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日）

前事業年度のキャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  1,035,227 895,316 1,335,257 

減価償却費   169,698 200,799 345,770 

長期前払費用償却額   643 854 1,394 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  194 112 △285 

売上割戻引当金の増
減額（減少：△） 

  54,522 22,883 2,630 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  3,275 △11,903 11,241 

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  16,059 5,259 21,674 

役員退職慰労引当金
の増減額(減少：△) 

  △3,264 5,175 3,896 

受取利息及び受取配
当金 

  △5,223 △16,982 △18,413 

固定資産売却益   △447 △285 △447 

償却敷金回収益   － － △6,900 

有形固定資産除却損   18,556 47,382 35,506 

売上債権の増減額
（増加：△） 

  △378,015 △374,083 58,113 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △38,436 △79,871 29,322 

その他流動資産の増
減額（増加：△） 

  2,747 1,708 1,897 

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  243,243 386,479 △46,175 

未払金の増減額 
（減少：△） 

  △65,799 △45,262 234,960 

未払費用の増減額
（減少：△） 

  20,091 24,510 △9,437 

その他負債の増減額
（減少：△） 

  △31,210 8,799 △67,930 

役員賞与の支払額   △15,000 △20,000 △15,000 

小計   1,026,864 1,050,893 1,917,073 

利息及び配当金の受
取額 

  5,223 16,980 18,413 

法人税等の支払額   △413,525 △235,179 △738,976 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  618,563 832,694 1,196,511 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日）

前事業年度のキャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有価証券の取得によ
る支出 

  △49,975 △49,975 △49,990 

有価証券の償還によ
る収入 

  － 50,000 － 

有形固定資産の取得
による支出 

  △402,115 △268,420 △1,409,634 

有形固定資産の売却
による収入 

  447 285 447 

無形固定資産の取得
による支出 

  △163 △350 △3,380 

投資有価証券の取得
による支出 

  △500,047 △323 △500,370 

その他   6,400 △22,212 21,185 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △945,453 △290,996 △1,941,744 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

配当金の支払額   △99,213 △74,216 △174,623 

自己株式の取得によ
る支出 

  △265 － △265 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △99,478 △74,216 △174,889 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  △426,369 467,482 △920,122 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,653,210 733,087 1,653,210 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  1,226,840 1,200,569 733,087 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法を採用しており

ます。 

 （評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

 同左  期末決算日の市場価格等に

基づく時価法を採用しており

ます。 

 （評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法又

は償却原価法を採用しており

ます。 

 同左  同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  製品、仕掛品及び原材料 製品、仕掛品及び原材料 製品、仕掛品及び原材料 

   総平均法による原価法を採

用しております。 

 同左  同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年4月1日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 同左  同左 

  建物     14年～38年 

機械及び装置  9年 

    

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（5年）に基づいて

おります。 

 同左  同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

 同左  同左 

  (2）売上割戻引当金 (2）売上割戻引当金 (2）売上割戻引当金 

   販売した製品に対し、将来発

生する売上割戻の支出に備える

ため、中間会計期間末売掛金に

対し、過去の割戻実績率を乗じ

た額を計上しております。 

 同左  販売した製品に対し、将来発

生する売上割戻の支出に備える

ため、期末売掛金に対し、過去

の割戻実績率を乗じた額を計上

しております。 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

  (3）賞与引当金 (3）賞与引当金 (3）賞与引当金 

   従業員の賞与の支払に充てる

ため、支給見込額に基づき、当

中間会計期間に負担すべき額を

計上しております。 

 同左  従業員の賞与の支払に充てる

ため、支給見込額に基づき、当

期に負担すべき額を計上してお

ります。 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

  (5）役員退職慰労引当金  (5）役員退職慰労引当金  (5）役員退職慰労引当金  

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上してお

ります。 

 同左  役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左  同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金及び随時引出し可能な

預金からなっております。 

 同左  同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 (1）消費税等の処理方法 (1）消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

 同左  同左 



会計方針の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありま

せん。 

―――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

前中間会計期間
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

（中間貸借対照表） 

 「投資有価証券」は、前中間会計期間まで、投資その

他の資産の「その他」に含めて表示していましたが、当

中間期末において、資産の総額の100分の５を超えたた

め区分掲記いたしました。 

 なお、前中間期末の「投資有価証券」の金額は8,242

千円であります。 

―――――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年４月30日） 

前事業年度末 
（平成17年10月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 
  

  1,759,295千円
  

  2,107,133千円   1,905,481千円

※２．中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間期末日が金融機

関の休日であったため、次の中間期末日

満期手形が中間期末残高に含まれており

ます。 

※２．中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間期末日が金融機

関の休日であったため、次の中間期末日

満期手形が中間期末残高に含まれており

ます。 

※２．    ――――― 

  
受取手形 19,046千円

支払手形 12,014千円

  
受取手形 19,032千円

支払手形 6,874千円

 ３．コミットメントライン  ３．コミットメントライン  ３．コミットメントライン 

 当社は、運転資金の効率的な調達等を

目的に、平成17年３月18日に取引銀行４

行と貸出コミットメントラインに関する

契約を締結しております。この契約に基

づく当中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 同左  当社は、運転資金の効率的な調達等を

目的に、平成17年３月18日に取引銀行４

行と貸出コミットメントラインに関する

契約を締結しております。この契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 
  
貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 ― 

  差引額 1,000,000千円

  
貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 ― 

  差引額 1,000,000千円

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 ― 

  差引額 1,000,000千円

※４．消費税等の取扱い ※４．消費税等の取扱い ※４．    ――――― 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺の上、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

 同左   

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
  

受取配当金 5,223千円
  

受取配当金 16,980千円 受取配当金 18,413千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
  

売上割引 10,513千円

コミットメントフィー 11,741千円

  
売上割引 9,720千円

コミットメントフィー 3,258千円

売上割引 18,849千円

コミットメントフィー 12,749千円

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 
  

有形固定資産 169,437千円

無形固定資産 261千円

  
有形固定資産 200,318千円

無形固定資産 480千円

有形固定資産 345,229千円

無形固定資産 541千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

――――― 
  

固定資産除却損 47,382千円 ――――― 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年４月30日） （平成18年４月30日） （平成17年10月31日） 
  
現金及び預金勘定 1,226,840千円

現金及び現金同等物 1,226,840千円

  
現金及び預金勘定 1,200,569千円

現金及び現金同等物 1,200,569千円

現金及び預金勘定 733,087千円

現金及び現金同等物 733,087千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械及び装置 62,530 56,896 5,633

(有形固定資産) 
その他 

16,623 16,283 339

無形固定資産 
(ソフトウェア) 

134,597 31,199 103,398

合計 213,751 104,379 109,371

  

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械及び装置 6,680 3,757 2,922

無形固定資産 
(ソフトウェア) 

147,897 58,640 89,257

合計 154,577 62,397 92,180

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械及び装置 6,680 3,200 3,479

無形固定資産
(ソフトウェア)

137,597 44,708 92,888

合計 144,277 47,909 96,368

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 29,786千円

１年超 83,678千円

合計 113,465千円

  
１年内 30,917千円

１年超 65,673千円

合計 96,591千円

１年内 28,479千円

１年超 72,017千円

合計 100,496千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
  

支払リース料 23,586千円

減価償却費相当額 21,399千円

支払利息相当額 1,631千円

  
支払リース料 15,409千円

減価償却費相当額 14,488千円

支払利息相当額 1,204千円

支払リース料 40,914千円

減価償却費相当額 37,403千円

支払利息相当額 2,991千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 同左  同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法は利息法によっておりま

す。 

 同左  同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年４月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成18年４月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

前中間会計期間末
（平成17年４月30日） 

取得原価
（千円） 

中間貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

(1)株式 6,431 8,405 1,974 

(2)その他 494,620 495,618 998 

合計 501,051 504,024 2,972 

  
前中間会計期間末
（平成17年４月30日） 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

 その他有価証券 

 非上場株式 490 

 割引商工債券 49,975 

合計 50,465 

  

当中間会計期間末
（平成18年４月30日） 

取得原価
（千円） 

中間貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

(1)株式 7,078 9,263 2,184 

(2)その他 493,302 491,364 △1,938 

合計 500,381 500,627 245 

  
当中間会計期間末
（平成18年４月30日） 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

 その他有価証券 

 非上場株式 490 

 割引商工債券 49,977 

合計 50,467 



前事業年度末（平成17年10月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成16年11月１日 至平成17年４月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自平成17年11月１日 至平成18年４月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

  

前事業年度末
（平成17年10月31日） 

取得原価
（千円） 

貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

(1)株式 6,754 9,229 2,474 

(2)その他 493,302 511,656 18,353 

合計 500,057 520,886 20,828 

  
前事業年度末

（平成17年10月31日） 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 490 

 割引商工債券 49,990 

合計 50,480 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成16年11月１日 至平成17年４月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自平成17年11月１日 至平成18年４月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自平成16年11月１日 至平成17年４月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自平成17年11月１日 至平成18年４月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

  

１株当たり純資産額 705.10円

１株当たり中間純利益 122.05円

  

１株当たり純資産額 809.91円

１株当たり中間純利益 105.36円

１株当たり純資産額 722.00円

１株当たり当期純利益 151.83円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日)

前事業年度 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日)

中間（当期）純利益（千円） 610,291 526,829 779,141 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 20,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （20,000） 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

610,291 526,829 759,141 

期中平均株式数（千株） 4,999 4,999 4,999 



(2）【その他】 

平成18年６月14日開催の取締役会において、当期中間期配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額………………………………99,997千円 

（ロ）１株当たりの金額……………………………………………20円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………………平成18年７月６日 

（注）平成18年４月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第63期）（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日）平成18年１月26日近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成17年７月５日 

三星食品株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 梶浦 和人  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 川合 弘泰  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

星食品株式会社の平成16年11月１日から平成17年10月31日までの第63期事業年度の中間会計期間（平成16年11月１日

から平成17年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、三星食品株式会社の平成17年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年

11月１日から平成17年４月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成18年７月３日 

三星食品株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 梶浦 和人  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 川合 弘泰  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

星食品株式会社の平成17年11月１日から平成18年10月31日までの第64期事業年度の中間会計期間（平成17年11月１日

から平成18年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、三星食品株式会社の平成18年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年

11月１日から平成18年４月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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